
対インドネシア共和国 国別援助方針 
 

平成 24 年 4 月 
 
１．援助の意義 

インドネシアは、ASEAN 最大の人口と国土を有する ASEAN の中核国であり、世

界最大のイスラム人口を抱え、マラッカ海峡を始め重要な海上交通路の要衝に位置し、

同国の安定は我が国を含むアジア全体の安定と繁栄に不可欠である。 
近年は政治的安定と順調な経済成長を実現し、東南アジア唯一のＧ20 メンバーと

して国際場裏での役割を拡大してきており、気候変動対策や民主化支援などアジア地

域及び国際社会の課題に対しても積極的に取り組む姿勢を見せている。 
また、同国は、民主主義や人権、市場経済といった基本的な価値観を我が国と共有

し、かつ幅広い国民レベルでの長い友好関係を有する戦略的パートナーである。 
更に、同国へ進出している日系企業数は約 1300 社に達しており、同国は我が国企

業にとって重要な活動拠点であり、2015 年の ASEAN 共同体実現に向けて、ASEAN
各国が域内の連結性（コネクティビティ）向上に取り組む中で、国際的な生産・貿易

ネットワークの一翼としての期待が一層高まっている。加えて同国は、我が国にとっ

て、LNG、石炭等のエネルギー資源や銅、ニッケル等の鉱物資源の重要な供給国であ

るなど、両国の経済関係は極めて深い。同国がより良いビジネス・投資環境を整備し、

更なる経済成長を達成することは、同国のみならずアジア地域の発展のために重要で

あると同時に、我が国がアジアと共に成長する観点からも重要である。平成 20 年 7
月に日インドネシア経済連携協定が発効したのに続き、平成 22 年 12 月には「首都圏

投資促進特別地域」（MPA）の協力覚書に署名し、インフラ整備分野で両国が協力し

ていくことで一致するなど、二国間経済関係の更なる強化も期待されている。 
 
同国が更なる経済成長を実現するためには、アジア地域の経済連携の深化を踏まえ

た各種規制・制度の改善やインフラ整備等を通じたビジネス・投資環境の改善、更に

高等人材の育成等が必要である。 
 
また同国が中長期的な安定を確保するためには、継続的な経済成長の実現とその地

方への波及を通じた国内の所得格差・地域格差の是正、雇用機会の確保、災害や感染

症に対する脆弱性の克服等が重要である。 
 
加えて、同国がアジア地域及び国際社会の課題に対し一層積極的に対応していくた

めの能力向上が課題となっている。 
 
２．援助の基本方針（大目標）：均衡のとれた更なる発展とアジア地域及び国際社会

の課題への対応能力向上への支援 
長い友好関係を有する戦略的パートナーであるインドネシアの更なる経済成長に

重点を置きつつ、均衡のとれた発展と、アジア地域及び国際社会の課題への対応能力

向上を支援する。共同体の設立に向かう ASEAN の中核国であるとともに、アジア地



域における経済活動の重要な拠点であり、資源国である同国への支援を通じて同国と

の連携と互恵的関係を深化・拡大することにより、同国のみならず、我が国を含むア

ジア地域及び国際社会の安定と繁栄に寄与する。 
 
３．重点分野（中目標） 
（１）更なる経済成長への支援 
民間セクター主導の経済成長の加速化を図るため、ジャカルタ首都圏を中心にイン

フラ整備支援やアジア地域の経済連携の深化も踏まえた各種規制・制度の改善支援等

を実施することにより、ビジネス・投資環境の改善を図ると同時に、高等人材の育成

支援等を行う。 
 
（２）不均衡の是正と安全な社会造りへの支援 
 国内格差を是正し、均衡のとれた発展と安全な社会の構築に寄与するため、主要な

交通・物流網等の整備や地方の拠点都市圏の整備等国内の連結性（コネクティビティ）

強化に向けた支援、地方開発のための制度・組織の改善支援及び防災・災害対策支援

等を行う。 
 
（３）アジア地域及び国際社会の課題への対応能力向上のための支援 
 アジア地域の抱える海上安全やテロ、感染症等の問題や、環境保全・気候変動等の

地球規模課題への対応能力や援助国（ドナー）としての能力の向上に寄与するための

支援等を行う。 
 
４．留意事項1 
 政府内での煩雑な手続等、プロジェクト案件の円滑な実施に懸念もあるため、実施

の迅速化について引き続き協議し、より円滑に案件を実施する必要がある。 
インフラ整備支援については、官民連携（PPP）の枠組みの強化を促すことで、民

間資金の動員を図ることに留意しつつ、可能な限り、我が国の技術力を活用できるよ

う、我が国企業との連携も十分視野に入れることとする。 
ビジネス・投資環境改善を促進するためにも、法的予見可能性・安定性の向上を含

むガバナンス改善が重要との指摘にも留意する。 
 

（了） 
 

別紙：事業展開計画 
 

                                            
1 インドネシアを対象として実施された過去の ODA 国別評価は次のとおり。 
インドネシア国別評価（2003）報告書掲載先： 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hyouka/kunibetu/gai/indonesia/kn3_01_index.html 
インドネシア国別評価（2007）報告書掲載先： 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hyouka/kunibetu/gai/indonesia/kn07_01_index.html 




